
事業・組織体系図 

                                                 ※下線部は定款案第４条第１項各号に規定する事業に対応 

 代表理事                 

     事務局  総務部・財務部・業務部      公1 安定的な住民生活に必要不可欠   公1(1)  火災、水災、震災その他の災害に因る市又は市が設置する一 

                          である公有財産等の災害による損        部事務組合等が所有、使用又は管理している財産の損害に対 

事務局の総括者            害に対する救済及び災害による損        する相互救済事業（地方自治法第263条の２の規定する相互 

代表理事たる常務理事          害の防止並びに住民の防災意識の        救済事業）（統括、企画立案、事業実施） 

 向上を図る事業                       公1(2)  防災に係る調査研究及び普及啓発事業（統括、調査研究） 

                      公1(3)  消防・防災施設整備事業等資金融資事業 

             （事業の統括、企画立案、事業実施） 

  公1(4)  防災専門図書館事業 

  公1(5)  防災その他様々な都市機能の健全な維持発展に関する事業 

収1  日本都市センター会館事業          収1   日本都市センター会館事業 

 収2  道路賠償責任保険取扱等市の利便   収2(1)  道路賠償責任保険取扱業務（統括・事業実施） 

に資する保険手続きに関する事業     収2(2)  自動車損害賠償責任代理店業務（統括・指導） 

                   

          地区事務局          公1 上記「公1」と同一                公1(1) 上記公1(1)と同じ（事業の一部実施） 

          （９箇所）                                   公1(2) 上記公1(2)と同じ（調査研究の一部・普及啓発） 

                                                    公1(3) 上記公1(3)と同じ（事業調整） 

 収2 上記「収2」と同一                収2(1) 上記公2(1)と同じ（申込手続） 

                                                                           収2(2) 上記公2(2)と同じ（代理店業務） 

 

＜事務局及び地区事務局＞ 

事務局等名 所在地 事務局等名 所在地 

事 務 局 東京都千代田区平河町２―４－１ 東海地区事務局 名古屋市中区栄２―１０－１９ 

北海道地区事務局 札幌市中央区北１条西３条３  近畿地区事務局 大阪市中央区北浜２―１－２６ 

東北地区事務局 仙台市青葉区国分町３―１０－１０ 中国地区事務局 広島市中区基町９―３２ 

関東地区事務局 東京都千代田区平河町２―４－１ 四国地区事務局 高松市番町１―７－５ 

北信地区事務局 金沢市広坂１―２－１５ 

 

九州地区事務局 福岡市中央区天神１―１―１ 

（注）地区事務局は、支部又は従たる事務所ではなく、部相当の組織である。 


